





































































































































1988年 日本の小売業 中小小売業 中小小売業ﾌ占める割合
店　舗　数 162万店 161万店 99．4％
従業者数 685万人 603万人 88．0％






















































































































































































































































































































































高（1／3） A B C
～0，74～
充　足　度 中（1／3） D E F
～0．58～
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1次 82，740 60 222，914193，9264，322，8821．91
2次 41，370 30 135，270193，9262，623，2371．58
3次 13，790 10 171，76193，9263，330，8920．41
合計 137，900100 529，945193，92610，277，011一
資料：板倉勇著者『大型店VS．商店街《改訂版》』中央経済社、1990年，203
　　　ページより作成。
（3）推定世帯数
　1996年の商圏内の推定世帯数は，『図表HI－5－2　商圏内人口・世帯』の数値を利用する。
（4）小売消費支出額（月平均）
　1996年の小売消費支出額（月平均）は，神奈川県勤労者1世帯当たり消費支出額（月平均）より
推定した。ところで消費支出額は，④商品を買うための支出，＠サービスその他を買うための支出
が一緒に混ざっている。小売業の支出は，④だけでいいので調べた支出額の半分を棄てることにす
る『図表III－8－1　小売り消費支出額』参照。
（5）新店舗の潜在購買額
　ここの商圏内の消費者全体の買物支出額。言いかえると，新店舗に商圏内の全世帯が買物に来店
したら，1ケ月当たりどのくらいの金額になるかという意味である。
⑥　新店舗の占拠率
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一450一
　第1・2・3次商圏別における顧客の新店舗吸引力である。ここでは月平均売上高137，900万円を
達成するために，各商圏から必要な顧客吸引力の目安である。
　9．新店舗出店の展望
　出店を論ずる場合には，④その地域に根ざす人々の消費と流通の問題，◎既存商業集積地の活性
化の問題，◎都市間競合の問題，㊥企業戦略の問題，等を広く波及させ，大きな視野で論ずる必要
がある11）。
　これらのデータをみるかぎり計画地は，ハード面で立地条件として好適地だといえる。消費者に
とって魅力ある店づくり，商店街の「核となる条件」の品揃え等，ソフト面の充実が，専門大店と
地域商店街を共存共栄させることができる要因である。専門大店の魅力で，いかに新規顧客を集め
ることができるかは，核店舗の使命であろう。
　また，相模大野駅ビルは，小田急線相模大野駅と直結された立地条件の良さから，とくに百貨店
の『のれん』にこだわらない消費者を捉え，売上げを伸ばすことが必要である。専門大店として品
揃えの豊さと創造性を発揮した差別化を図らないと，多くの消費者が百貨店へ流れる可能性があり，
差別化された商品政策の成否にかかってこよう。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（注）
1）東洋経済『全国大型小売店総覧’92』1991年，107ページ参照。
2）相模原市企画調整局相模大野周辺対策室「相模大野駅周辺商店街区整理計画」1985年，71ページ参照。
3）前掲r相模大野駅周辺商店街区整理計画」84～85ページ参照。
4）小田急電鉄『相模大野駅改良工事・駅ビル建設工事』1992年，参照。
5）室井鉄衛著者『商圏の知識』日本経済新聞社，1979年，50ページ。
6）東洋経済「92地域経済総覧』1991年，『’93地域経済総覧』1992年，参照。
7）板倉勇著者「大型店VS．商店街《改訂版》』中央経済社，1990年，196～198ページ，202～203ページ参照。
8）⑤，⑥，相模原市の大型店占有率および小売商業施設充足度の算出については，通商産業省産業政策局流通産業
　　課編集『1992年度大規模小売店舗法法規集』囎通商産業調査会，1992年，39　・一　40，51，59ページ参考にして検討
　　した。
9）出牛正芳著者『市場調査入門』同文舘出版，1990年，255～257ページ参照。
10）売上高に対する商圏の割合は，第1次商圏70％，第2次商圏20％，第3次商圏10％，という考え方もある。
11）前掲『大型店VS商店街《改訂版》』186ページ参照。
IV　商業活動の新しい方向について
　1．地域商業の近代化・活性化
　地域商業は，都市（地域）の成り立ちと深く関わっており，今日における「都市（地域）の顔」
である。都市の内部をみれば，中心部の繁華街，住宅地域，あるいは郊外と言った性格を異にする
いくつかの地域がある1）。地域商業の実態をみると，駅ビル，地下街，駅前商店街等は，交通機関の
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優位性によって成立している。また，シティエッジや郊外立地の大型店，ショッピングセンター，
ロードサイドストアは，車の走りやすい道路条件と十分な駐車場の存在を第1条件として存立して
いる2｝。そのなかで小売業は，消費者の物的欲求充足のために，①消費者の低価格に対する欲求を主
たるターゲットに選んで，低価格販売を可能にするような技術革新に取り組むこと。②消費者の高
品質商品とファンシーな雰囲気，およびサービスに対する欲求に着目すること。③消費者の各種の
便利性に対する欲求を重視して，それに対応する新機軸を考察しようとすること3）。等，環境の変化
へ積極的に対応する業種，業態を目指して活動することが必要である。
　地域経済，地域社会，地域文化の発展を支え，その原動力となるのは小売業の活力である。地域
商業は，立地産業であり店舗を活動基盤としているため4），小売業の業種，業態における立地の優劣，
適不適が，地域商業の存立を大きく支配しているのは言うまでもない。とくに，行政と組んだ都市
再開発においては，商業活動をより活発にさせるために，総合的な都市の魅力や施設機能の充実が
課題である。小売業が自助努力を行い，体質強化並びに競争力強化をつけ，そこに適合した店づく
りを積極的に行い来街を促し，経済生活圏域の消費者に満足を与えることが重要である。都市再開
発等で巨額な投資を行い，地域商業の環境整備事業を実施しても，各小売店レベルでのMD（マー
チャンダイジング）や店舗施設が旧態依然のままになっている地域商店街もみられる。
　都市化の進展と消費者ニーズの多様化が進むなかで，各小売店レベルのイノベーションがなくて
地域商業の近代化，活性化は不可能である。消費者に新しい生活価値を創造し，提案していく小売
業種・業態が，21世紀に生き残ることができる小売業であると言える。
　2．中小小売業経営と街づくり
　中小小売業は，多様化，個性化した消費者ニーズに対応できる小回りのきく経営特性として，経
済的効率性が評価されている。そして，地域住民の日常生活に直結した地域文化の担い手として，
社会的，文化的機能を果たす社会的有効性を推進している5）。しかし，多くの中小小売業の経営者の
経営に対する姿勢，あるいは経営能力は，自店優先の傾向が多く自店中心である。中小小売業の活
力は，「活力をもった大多数」（vital　majority），「刷新的機能」（regenerative　function）と言われ
る側面6｝をもっているが，「自分たちの商店街の衰退」，あるいは「立地条件の変化」等が，中小小売
業の経営に大きく左右される実態を敏感に受け取るべきである。そして，自店の存続のために経営
の近代化を，どう取り組むかについて中小小売業が真剣に考える時，経済性のみを追求してきた経
営活動から一歩前進して，常に消費者ニーズの将来変化を予測する時代に適合した経営でなければ
ならない。
　今後の街づくりは（図表IV－2－1），商店街だけの範囲から，それを取り巻く地域との関係や地
域消費者の利益に対する配慮等がポイントになる。中小小売業の経済的な制約やその規模的な零細
性の側面から，投資効果に対する不安があるかも知れない。だが，街づくりは，利益目標間の関連
からみる限り，長期的目標を実現するためのものであり，経済主体としての商店街における街つく
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りは，副次的活動として認識されることが必要である7）。新たな視点で「地域商店街の繁栄」，すな
わち，「街づくり」を考える時，中小小売業が地域の主役である地域住民に支持される街づくりであ
り，商店街の経営者の立場より，地域消費者の立場が優先される発想をもつことである。中小小売
業が，環境変化に対応して，地域商店街だけの機能ではなく，生活文化の場や地域コミュニティの
核として捉え，地域に根ざした街づくりの推進である。
図表IV－2－1街づくりの視点
これまでの街づくり 今　後　の　街　づ　く　り
対象範囲 商　店　街 商店街を取り巻く地域
主　　体 小売業者のみ 小売業者を核として地域消費者を含む
目　　的 小売業者利益のみ 長期的小売業者利益における副次的目標
期　　間 短期・中期 長期
成果配分 小売業者 小売業者，地域消費者，関係機関
意　　識 利益追求 小売業者と地域消費者の共同利益
現象形態 アーケード，アーチ 植樹，モール，経営サービス，地域イメージの向上
資料：田中道夫・浜田恵三著者『街づくりの新たな視角」中央経済社，1992年，30ペー
　　　ジより作成。
　3．複合商業集積の可能性
　都市（地域）商業において活力のある小売業の育成には，まず望ましい都市環境づくりが必要で
あり，商業の恒久的発展や近代化には，それに相応しい街づくりが前提条件であることを認識して
おくべきである8）。商業集積の概念は，さまざまな側面から規定することができる。
　本節では，小売業が一定の地域内や建物に集積し，これが商業集積効果をもち，一体として商業
機能を果たしているものと捉えることにする。また，商業集積効果を消費者の立場からみると，一
定の地域内や建物の範囲内で，一定の生活シーンに対応するニーズを満たすことが可能であると考
えることができる9）。商業集積をその商業性格に応じた地域マーチャンダイジング機能lo）として3つ
の型でみると，①広域型商業集積は，きわめてファッション性の高い衣料品，文化品，身回り品等
の買回り品が中心となる非日常生活関連商品の提供。②地域型商業集積は，日常生活に必要な商品
がほとんであるが，きわめてファッション性の高い商品は少なく，買回り品プラスー部最寄り品が
中心となる日常生活関連商品の提供。③近隣型商業集積は，日常生活の必需品が主体で一部買回り
品もあるが，最寄り品が中心となる日常生活関連商品の提供。以上のように捉えることができる。
このように，都市再開発にあたっては，地域特性を生かした魅力ある商業集積の構築が望まれる。
　また，都市再開発における駅ビルやショッピングセンターの商業集積にあたっては，①地域の中
小小売業の数社が，企業家精神を発揮し，核的な役割を果たした商業集積を推進する。②専門大店
を核とし，地域の中小小売業との有機的な複合による商業集積を推進する。③大型店（百貨店，量
販店等）を核とし，これと地域商店街との棲み分け，共存共栄が可能な商業集積を推進する。これ
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らの3つのタイプが考えられる。小売業は，消費者の価値観・ライフスタイルが多様化していくな
かで，①消費者の生活全体ニーズを総合的に供給するものとしての「総合的生活提案を行う業態」，
②消費者の合理性追求に対応して「低価格販売を志向する業態」，③消費者の個別化に対応して「専
門性を追求する業態」，④消費者の多様なライフスタイルに合わせて「利便性を追求する業態」等1’）
の環境変化に対応した商業集積の展開を図っていく必要がある。
　地域にある小売業のコンセンサスを得て都市再開発事業計画が決まり，建設工事が始まってしま
えば，業種・業態の変更は難しい。しかし，小売業の意識・行動の変容は，再開発事業完成後にお
いても可能である。複合商業集積は，地域商業の新しい一歩を進めるために不可欠な要素であり，
参加している小売業のみならず，国または地方自治体にとって，また，地域消費者や地域社会にと
っても有益でなくてはならない。
　4．　むすび
　都市再開発とは，都市（地域）の近代化を合言葉に，都市構造を再編し，都市機能を更新し，土
地の高度利用を図るために行われる都市改造である。さらに近年は，経済活性化施策とも連動して
商業開発と合わせてホテル，スポーツ・レジャー施設を含むレクリエーショシ開発にまで拡大して
いる12）。これからの小売業の方向としては，次の視点でリストラクチャリングに取り組んで行く必要
があるだろう。リストラクチャリングとは，企業が将来の成長を測って現在の事業構造を改編して
行く行為である。具体的には，多角化事業の整理統合や主事業の転換等の戦略的再構築やそのプロ
セスを指している13）。
　①身軽でコンパクトな業態，すなわち，商圏と経営効率から考え適正規模でなければならない。
とくに，出店に際しては，マーケットの売上げ規模からみていくらの投資が適正なのかであり，投
資からみての売上げ規模ではない。
　②いつでも拡大できる要素をもたなければならない。消費者が望むように変化できる柔軟性があ
る経営体質をもつことであり，よく言われる苗床機能を備える必要がある。
　③顧客にどんな満足を提供することができるかである。たとえば，競合関係にある商業集積に対
して何らかの点で差別化を図ることができ，ハード面とソフト面の相乗効果で，比較優位性を発揮
することができる店づくりが望まれる。
　④小売業のあり方は，経済の中心価値が生産から消費に移行するにつれて，業種から業態へと移
行すると言われている。小売業が本質としてもっている革新性をフルに発揮して，新しい時代の新
しい業態を創造することである。
　以上の4点が注目すべき課題であろう。21世紀に向かって小売業は，大規模小売店舗法の緩和，
人件費や物流コストの高騰等，構造的な問題と景気後退による売上高の低迷によって収益力が悪化
しており，今後，一段と業種・業態間，企業間格差が開くものと考えられる。
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（注）
1）石原武政稿「流通調整政策」，鈴木武編『現代の流通問題一政策と課題』東洋経済新聞社，1991年，97ページ。
2）赤松良一著者『地域商業近代化・活性化の実践マニュアル』鹿島出版会，1987年，7ページ参照。
3）田島義博稿「流通政策のニューパラダイム」，久保村隆祐・流通問題研究会編者『21世紀の流通』日本経済新聞社，
　　1987年，315ページ参照。
4）前掲『地域商業近代化・活性化の実践マニュアル』3ページ参照。
5）岩永忠康稿「流通振興政策」，鈴木武編『現代の流通問題一政策と課題』東洋経済新聞社，1991年，100ページ。
6＞百瀬恵夫稿「日本の中小企業経営」，百瀬恵夫・伊藤正昭編著者『現代中小企業論』白桃書房，1980年，151ペー
　　ジ参照。
7）田中道雄稿「街づくりの制約要因」，田中道雄・浜田恵三著者『街づくりの新たな視角』中央経済社，1992年，31
　　ページ参照。
8）前掲『地域商業近代化・活性化の実践マニュアル』8ページ参照。
9）南方建明稿「商店街をとりまく環境要素」，南方建明・岡部達也著者r商店街のマーケティング戦略』中央経済社，
　　1991年，34，40ページ参照。
10）前掲『商店街のマーケティング戦略』41ページ参照。
11）通商産業省商政課編者『90年代の流通ビジョン』㈱通商産業調査会，1989年，104ページ。
12）浜田恵三稿「多極複合型戦略の課題と将来展望」，田中道雄・浜田恵三著者『街づくりの新たタ視角』中央経済袖
　　1992年，188ページ。
13）和田充夫稿「小売企業のリストラクチャリング」，流通産業研究所rRIRI流通産業』（1989年，6月号），2ペー
　　ジ参照。
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